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　障害者自立支援法の施行に伴い、インタフェース仕様書解説書
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　旧体系にかかる支給（変更）決定と利用者負担（変更）決定等
　に則して作成したものである。
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変更点

障害者自立支援法の施行に伴い、インタフェース仕様書解説書（サービス事業所インタフェース編）を変更する。
尚、当該変更内容については、平成１８年４月分から９月分の旧体系にかかる支給（変更）決定と利用者負担（変更）決定等に則して作成したもの
である。

NO 区分 変更内容 平成１８年３月以前の情報 平成１８年４月以降の情報

1 交換情報識別
番号

【備考】
※１　全レコード”Ｓ００１”（支援費・契約内容情報の意）固定

【備考】
※１　全レコード”Ｓ００１”（障害福祉サービス・契約内容情報の意）固定

2 市町村コード 【内容】
支援費を該当受給者に支給する市町村の管理番号
（ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ１桁含む）
福祉事務所の場合は福祉事務所番号

インタフェース仕様書解説書（案）

3 受給者証番号 【内容】
居宅受給者証に記載されている受給者の管理番号

【内容】
受給者証に記載されている受給者の管理番号

4 記入欄番号
予備区分

【備考】
※３． 当該契約を居宅受給者証に記載する際に、予備欄を使用した場合
のみ”＊”を設定する。

【備考】
※３． 当該契約を受給者証に記載する際に、予備欄を使用した場合
のみ”＊”を設定する。

5 法区分 【項目名】　法区分
【内容】　支援費対象の法を識別する区分
【備考】　※４． ”１”：身体障害、”２”：知的障害、”３”：児童

【項目名】　請求区分
【内容】　空白
【備考】　※４． ”１”：身体障害者へのサービス提供、
　　　　　　　　　”２”：知的障害者へのサービス提供、
　　　　　　　　　”３”：障害児へのサービス提供、
　　　　　　　　　”５”：精神障害者へのサービス提供

6 データ作成
方法

（１）契約内容情報について
　②法の区分

（１）契約内容情報について
　②請求の区分

7 ファイル構成図 ※居宅生活支援費の知的障害者地域生活援助と施設訓練等支援費
について

※共同生活援助と施設訓練等支援費について

8 交換情報識別
番号

【備考】
※１． 全レコード”Ｓ００２”（支援費・事業者請求情報の意）固定

【備考】
※１． 全レコード”Ｓ００２”（支援費/障害福祉サービス・事業者請求
   情報の意）固定

9 入力識別番号 【備考】
※３．次頁表を参照
■代理受領
・居宅生活支援費明細書（居宅介護）（様式２３）
　”１００１”
・居宅生活支援費明細書（デイサービス）（様式２４）
　”１００２”
・居宅生活支援費明細書（短期入所）（様式２５）
　”１００３”
・居宅生活支援費明細書（知的障害者地域生活援助）（様式２６）
　”１００４”
・施設訓練等支援費明細書（全施設共通）（様式２７）
　”１００５”
■償還払い
・居宅生活支援費サービス提供証明書（居宅介護）
　”２００１”
・居宅生活支援費サービス提供証明書（デイサービス）
　”２００２”
・居宅生活支援費サービス提供証明書（短期入所）
　”２００３”
・居宅生活支援費サービス提供証明書（知的障害者地域生活援助）
　”２００４”
■その他
・第３者機関及び市町村で自由に設定して使用する識別番号
　”９００１”～”９９９９”

検討中
※障害者自立支援法の請求様式等を受けて、入力識別番号を検討後
　 提示する。

10 法区分 【項目名】法区分
【内容】支援費対象の法を識別する区分
【備考】※５．”１”：身体障害、”２”：知的障害、”３”：児童

【項目名】請求区分
【内容】　空白
【備考】　※５． ”１”：身体障害者へのサービス提供、
　　　　　　　　　　　”２”：知的障害者へのサービス提供、
　　　　　　　　　　　”３”：障害児へのサービス提供、
　　　　　　　　　　　”５”：精神障害者へのサービス提供

11 市町村コード 【内容】　支援費を該当受給者に支給する市町村の管理番号
　　　　　　（チェックデジット１桁含む）
　　　　　　福祉事業所の場合は福祉事業所番号

【内容】　該当受給者に支給する市町村の管理番号
　　　　　（チェックデジット１桁含む）
　　　　　福祉事業所の場合は福祉事業所番号

12 本人分階層
コード

【項目名】　本人分階層コード
【内容】　利用者本人の国基準・市基準の階層
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"

【項目名】　所得区分コード
【内容】　利用者本人の所得区分
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・共同生活援助 "△"
・全施設共通   "△"

平成１７年１２月２６日（月）時点における変更点
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変更点

障害者自立支援法の施行に伴い、インタフェース仕様書解説書（サービス事業所インタフェース編）を変更する。
尚、当該変更内容については、平成１８年４月分から９月分の旧体系にかかる支給（変更）決定と利用者負担（変更）決定等に則して作成したもの
である。

NO 区分 変更内容 平成１８年３月以前の情報 平成１８年４月以降の情報

13 本人分利用者
負担額基準
単価

【項目名】　本人分利用者負担額基準単価
【内容】　支給決定時に決定された本人分利用者負担基準単価
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"
【備考】
※６．利用者負担額は、本人分・扶養者分が各々発生している
場合は該当する項目群が必須
本人分が発生する場合、項番２２～２６まで必須
（地域生活援助は除く）
扶養者分が発生する場合、項番２９～３３まで必須
（地域生活援助は除く）

【項目名】　月額負担上限額
【内容】　定率負担に対する月額負担上限額
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・共同生活援助 "△"
・全施設共通   "△"
【備考】
※１０．個別減免、または境界層対象者に対する定率負担の軽減措置を
実施している場合は、定率負担に対する月額負担上限額の代わりに減
免後の利用者負担月額上限額を設定する。

14 本人分利用者
負担額

【項目名】　本人分利用者負担額
【内容】　本人分利用者負担額
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"
【備考】　※６

【項目名】　利用者負担額
【内容】　利用者負担額
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "◎"
・デイサービス "◎"
・短期入所　　 "◎"
・共同生活援助 "◎"
・全施設共通   "◎"
【備考】　空白

15 本人分摘要 【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"
【備考】　※６

【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・共同生活援助 "△"
・全施設共通   "△"
【備考】　空白

16 扶養義務者分
階層コード

【項目名】　扶養義務者分階層コード
【属性】　英数
【バイト数】　４
【内容】　扶養義務者の国基準・市基準の階層
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"

【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白

17 扶養義務者分
利用者負担額
基準単価

【項目名】　扶養義務者分利用者負担額基準単価
【属性】　数字
【バイト数】　６
【内容】　支給決定時に決定された扶養義務者分利用者負担基準単価
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"
【備考】　※６

【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白
【備考】　空白

18 扶養義務者分
利用者負担額

【項目名】　扶養義務者分利用者負担額
【属性】　数字
【バイト数】　６
【内容】　扶養義務者分利用者負担額
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"
【備考】　※６

【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白
【備考】　空白

19 扶養義務者分
摘要

【項目名】　扶養義務者分摘要
【属性】　英数
【バイト数】　４０
【内容】　扶養義務者分摘要の記載事項
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"
【備考】　※６

【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白
【備考】　空白
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変更点

障害者自立支援法の施行に伴い、インタフェース仕様書解説書（サービス事業所インタフェース編）を変更する。
尚、当該変更内容については、平成１８年４月分から９月分の旧体系にかかる支給（変更）決定と利用者負担（変更）決定等に則して作成したもの
である。

NO 区分 変更内容 平成１８年３月以前の情報 平成１８年４月以降の情報

20 支援費基準
月額単価

【項目名】　支援費基準月額単価
【属性】　数字
【バイト数】　７
【内容】　支援費基準の月額単価
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "空白"
・デイサービス "空白"
・短期入所　　 "空白"
・地域生活援助 "○"
・全施設共通   "○"

【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白

21 支援費金額
合計

【項目名】　支援費金額合計
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "○"
・デイサービス "○"
・短期入所　　 "○"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "○"

【項目名】　金額合計
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "○"
・デイサービス "○"
・短期入所　　 "○"
・共同生活援助 "○"
・全施設共通   "○"

22 利用者負担額
合計

【内容】　本人分利用者実負担額 ＋扶養義務者分利用者実負担額
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "○"
・デイサービス "○"
・短期入所　　 "○"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "空白"

【内容】　本人分利用者実負担額
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "○"
・デイサービス "○"
・短期入所　　 "○"
・共同生活援助 "○"
・全施設共通   "○"

23 支援費請求額 【項目名】　支援費請求額
【内容】　支援費金額合計－利用者負担額合計＋明細レコードの
　         調整額の総計

【項目名】　請求額
【内容】　金額合計－利用者負担額合計＋明細レコードの調整額の
　　　　　 総計

24 入院日数
（外泊日数）

【項目名】　入院日数（外泊日数）
【属性】　数字
【バイト数】　２
【内容】　入院した日数（外泊した日数）
【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "空白"
・デイサービス "空白"
・短期入所　　 "空白"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "△"
【備考】　※８
※８．入院日、退院日を含まない日数を設定。（月に複数回入退院があっ
た場合でも、まとめて設定する。）
（例）４泊５日の場合は、”３”を設定
また、入所施設の入所者が外泊した場合にも、併用して外泊日数を設
定。

【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白
【備考】　空白

25 法区分 【項目名】法区分
【内容】　支援費対象の法を識別する区分
【備考】　※４　事業者請求基本情報の法区分を参照

【項目名】請求区分
【内容】　空白
【備考】　※４　事業者請求基本情報の請求区分を参照

26 市町村コード 【内容】　支援費を該当受給者に支給する市町村の管理番号
　　　　　　（チェックデジット１桁含む）
　　　　　　福祉事業所の場合は福祉事業所番号

【内容】　該当受給者に支給する市町村の管理番号
　　　　　（チェックデジット１桁含む）
　　　　　福祉事業所の場合は福祉事業所番号

27 サービスコード 【備考】
※６．施設の場合の支援費本体の請求時に関して、入院があるケースの
場合のみ厚労省が示した 算定の方式で計算し、支援費本体のサービス
コードでまとめて１レコードで編集し、設定する。

【備考】　空白

28 サービス単価 【項目名】　サービス単価
【属性】　数字
【内容】　当該サービスの単価

【項目名】　サービス単位
【属性】　Ｓ付数字
【内容】　当該サービスの単位

29 サービス数量 【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "空白"

【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・共同生活援助 "△"
・全施設共通   "△"

30 サービス数量
単位

【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・地域生活援助 "空白"
・全施設共通   "空白"

【必須入力　(請求明細書様式別)】
・居宅介護　　 "△"
・デイサービス "△"
・短期入所　　 "△"
・共同生活援助 "△"
・全施設共通   "△"

31 サービス計 【内容】  サービス単価 × サービス数量 【内容】  サービス単位 × サービス数量

32 サービス調整額 【内容】
援護実施者の基準単価と当該事業者の単価に相違があった場合、
その差額を１サービス単位に記載

【内容】
援護実施者の基準単位と当該事業者の単位に相違があった場合、
その差額を１サービス単位に記載
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変更点

障害者自立支援法の施行に伴い、インタフェース仕様書解説書（サービス事業所インタフェース編）を変更する。
尚、当該変更内容については、平成１８年４月分から９月分の旧体系にかかる支給（変更）決定と利用者負担（変更）決定等に則して作成したもの
である。

NO 区分 変更内容 平成１８年３月以前の情報 平成１８年４月以降の情報

33 データ作成
方法

（１）事業者請求情報について
　①法の区分

（１）事業者請求情報について
　①請求の区分

34 データ作成
方法

請求書の情報は紙で管理するものとし、当情報に設定する必要はないと
考える。例外的に、請求書と請求明細書の情報を結びつけるために請求
書に記載される”請求年月日”・”請求年月”・”法区分”は、事業者請求基
本情報に設定することとする。

請求書の情報は紙で管理するものとし、当情報に設定する必要はないと
考える。例外的に、請求書と請求明細書の情報を結びつけるために請求
書に記載される”請求年月日”・”請求年月”・”請求区分”は、事業者請求
基本情報に設定することとする。

35 データ作成
方法

入所者が病院または診療所への入院した場合、入院の初日及び最終日
に関しては満額請求することが可能であるが、それ以外は８０％の額を
請求する必要がある。そのため、基本情報ファイルレイアウト入院日数に
は入院の初日及び最終日を除いた入院日数を設定することとする。
（月の途中に入退院が複数回あった場合は、合算した入院日数を設定す
ること。）

左記の文言は削除する。

36 データ作成
方法

入所施設の入所者が外泊した場合、入院と同様に支援費基準の８０％の
額を請求する必要がある。そのため、入所施設の入所者の外泊日数は、
入院日数と同じ項目を用いて管理することとする。
（入院日数と外泊日数が両方ある場合は、合算した日数を設定するこ
と。）

左記の文言は削除する。

37 ファイル
レイアウト

"必須入力(請求明細書様式別)"
　居宅介護、デイサービス、短期入所、共同生活援助、全施設共通

"必須入力(請求明細書様式別)"
　介護給付費、訓練等給付費、施設訓練等支援費

38 利用者負担額
合計

【項目名】利用者負担額
【内容】本人分利用者実負担額

【項目名】利用者負担額合計
【内容】利用者負担額 ＋ 社会福祉法人等による軽減額

39 請求額 【内容】　金額合計 － 利用者負担額合計 ＋ 明細レコードの調整額
　　　　　 の総計

【内容】　金額合計 － （利用者負担額 ＋　社会福祉法人等による
　　　　　　軽減額） ＋ 明細レコードの調整額の総計

40 社会福祉法人
等による軽減額

【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白
【備考】　空白

【項目名】　社会福祉法人等による軽減額
【属性】　数字
【バイト数】　１０
【内容】　社会福祉法人等による利用者負担の軽減額
【必須入力】
　・介護給付費 "○"
　・訓練等給付費 "空白"
　・施設訓練等支援費   "○"
【備考】　※１１．社会福祉法人等による利用者負担軽減措置を実施
　　　　　　した事業所が、利用者負担額の軽減措置を講じた際には、
　　　　　　実際に軽減した額を記載する。

41 特定入所者食
費等給付費

【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白
【備考】　空白

【項目名】　特定入所者食費等給付費
【属性】　数字
【バイト数】　１０
【内容】　特定入所者食費等給付費を設定
【必須入力】
　・介護給付費 "空白"
　・訓練等給付費 "空白"
　・施設訓練等支援費   "○"

42 市町村助成額 【項目名】　FILLER
【属性】　－
【バイト数】　－
【内容】　－
【必須入力】　空白
【備考】　空白

【項目名】　市町村助成額
【属性】　数字
【バイト数】　１０
【内容】　定率負担に係る利用者負担額を地方単独事業で助成する場合
　　　　　に助成費を設定
【必須入力】
　・介護給付費 "△"
　・訓練等給付費 "△"
　・施設訓練等支援費 "△"
【備考】
※１２．定率負担に係る利用者負担額を、都道府県・市町村の単独事業
として助成（軽減）する場合にのみ１０/１００の利用者負担額の内数とし
て
助成額を設定する。
例）金額合計（=当月費用の額合計）が１０,０００円
    社会福祉法人等による軽減額はなし
    市町村単独事業として、サービスにかかる費用の７％を助成
各項目に設定する値は以下の通りとする。
・利用者負担額：１，０００円を設定（金額合計の１０/１００の値を設定）
  →都道府県・市町村助成額は介護給付費等ではないため、介護給付費
　　　等の請求額と分ける必要がある。そのため、利用者負担額には都道
　　　府県・市町村助成後の利用者負担額（=３００円）は設定しない。
・社会福祉法人等による軽減額：０円を設定
・利用者負担額合計：１，０００円を設定
　（=利用者負担額＋社会福祉法人等による軽減額）
・請求額：９，０００円を設定
　（=金額合計から利用者負担額合計を差し引いた値を設定）
　→介護給付費等の報酬算定方法に変更はない。
・都道府県・市町村助成額：７００円を設定
　（=利用者負担額における単独助成額（内数として設定））

平成１８年３月１日（水）時点における変更点
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変更点

障害者自立支援法の施行に伴い、インタフェース仕様書解説書（サービス事業所インタフェース編）を変更する。
尚、当該変更内容については、平成１８年４月分から９月分の旧体系にかかる支給（変更）決定と利用者負担（変更）決定等に則して作成したもの
である。

NO 区分 変更内容 平成１８年３月以前の情報 平成１８年４月以降の情報

43 事
業
者
請
求
情
報

入力識別番号 【備考】
※３．次頁表を参照
検討中
※障害者自立支援法の請求様式等を受けて、入力識別番号を検討後
　 提示する。

【備考】
※３．次頁表を参照
■代理受領
・介護給付費明細書（様式第２） 　  ”１００１”
・訓練等給付費明細書（様式第３）　”１００４”
・施設訓練等支援費・特定入所者食費等給付費明細書（様式第６）
  ”１００５”
■償還払い
・介護給付費サービス提供証明書　”２００１”
・訓練等給付費サービス提供証明書”２００４”
■その他
・第３者機関及び市町村で自由に設定して使用する識別番号
　”９００１”～”９９９９”

44 ファイル
レイアウト

"必須入力(請求明細書様式別)"
　居宅介護、デイサービス、短期入所、共同生活援助、全施設共通

"必須入力(請求明細書様式別)"
　介護給付費、訓練等給付費、施設訓練等支援費

45 サービス単価 【項目名】　サービス単位
【内容】　当該サービスの単位

【項目名】　サービス単価
【内容】　明細書に記載される算定単位額

46 サービス数量 【備考】　※５
サービスの回数を設定。（整数値のみ）
（サービスコードにて、デイサ―ビスや短期入所の・・・・）

【備考】　※５
サービスの提供回数又は提供日数を設定。（整数値のみ）
（サービスコードにて、デイサ―ビスや短期入所の・・・・）

47 サービス計 【内容】　サービス単位　× サービス数量 【内容】　サービス単価　× サービス数量

48 データ作成
方法

（１）事業者請求情報について
・事業者請求情報は、各サービス毎の請求明細書（様式２３～２７）
　の内容を設定するものである

（１）事業者請求情報について
・事業者請求情報は、各サービス毎の請求明細書（様式２、３、６）の
　内容を設定するものである
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Ⅰ 項目設定時の留意事項

１　ファイルの形式について

・ ファイル形式はＣＳＶ形式とする。（固定長は考慮しない）

・ 媒体は伝送・ＭＯ・ＦＤが考えられるがその区分は管理しないので情報として必要としない。

・ １つの情報（ファイル）が複数枚にわたる（特にＦＤ）ケースは考慮していない。

その場合、データを矛盾がないよう（請求情報であれば１明細書の途中では分割不可）

複数分割するか、ＭＯ等の大容量媒体を使用されたい。

・ CSVファイルの区切り文字は「,」（半角カンマ）とする。

２　数字項インタフェース仕様書解説書（案）

・ 年月日項目は西暦４桁年＋月２桁＋日２桁の計８桁とする。

設定例 ２００２年６月１日を設定する場合、”２００２０６０１”（月・日の前ＺＥＲＯは省略不可）

・ 年月項目は西暦４桁年＋月２桁の計６桁とする。

設定例 ２００２年６月を設定する場合、”２００２０６”（月の前ＺＥＲＯは省略不可）

・ 数量を表す項目でマイナスが発生しうるものは、後述ファイルレイアウトの属性欄に”Ｓ付数字”等表記。

設定例 －５０００を設定する場合、”－５０００”

０（ＺＥＲＯ）を設定する場合、”０”

・ 数量を表す項目で小数部が発生しうるものは、後述ファイルレイアウトのバイト数欄に”6(3.2)”等表記。

設定例 １２．５を設定する場合、”１２．５”

２４．２５を設定する場合、”２４．２５”

３０を設定する場合、”３０．０”

０（ＺＥＲＯ）を設定する場合、”０．０”

・ 数字項目の場合、「”」で項目前後を挟まなくてもよい。

・ 設定が省略された場合、年月（日）項目は未設定、数量項目はＺＥＲＯとみなす。

・ 年月（日）項目にＺＥＲＯが設定された場合、未設定とみなす。

３　英数字項目について

・ 項目データの中に「，」（カンマ）「△」（１バイトスペース）、「”」（ダブルコーテーション）が含まれる

場合は、項目のデータ全体を「”」で挟み、項目のデータ中に「”」が含まれる場合は、項目のデータ

中の「”」を「””」（２つのダブルコーテーション）に置き換えること。

・ 実質、数値しか設定されない項目においても、項目バイト数分前ＺＥＲＯを設定すること。

４　漢字項目について

・ 漢字項目は全て、「”」で前後を挟むこと。漢字項目に１バイト文字を指定することはできない。

５　データの並び順（格納順）について

・ １つの情報の中でデータの並び順序は特定しない。（意識しなくてよい）

ただし、事業者請求情報に関しては、基本レコードに関連する明細レコードはまとめて

格納する必要がある。（事業者請求情報のファイル構成図を参照）

６　データ設定例 市町村コード（英数５桁）、氏名カナ（半角ｶﾅ）、漢字氏名（全角）、数量（数字５桁）

（良）

①　"00005","ﾃｽﾄｶﾅｼﾒｲ","テスト漢字氏名","00010"

②　00005,ﾃｽﾄｶﾅｼﾒｲ,"テスト漢字氏名",00010

③　"00005","ﾃｽﾄｶﾅｼﾒｲ","テスト漢字氏名",10

（悪）

④　5,"ﾃｽﾄｶﾅｼﾒｲ","テスト漢字氏名","00010"　　　　（英数の前ゼロ省略不可）

⑤　"00005","ﾃｽﾄｶﾅｼﾒｲ",テスト漢字氏名,"00010"　（漢字は囲む必要あり）
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１　ファイル構成図

契約内容情報レコード

交換情報識別番号

契約報告区分

市町村コード

福祉事務所コード

事業者番号

インタフェース仕様書解説書（案） 報告年月日

Ｎ件（契約件数） 契約終了年月日

Ⅱ　契約内容情報

契約内容情報レコード

契約内容情報レコード

契約内容情報レコード
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２　ファイルレイアウト

前
回
契
約

今
回
契
約

交換情報識別番号 英数 当情報の内容を識別するための番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ※１

契約報告区分 英数 契約報告を行う理由 ◎ ◎ ◎ ◎ ※２

市町村コード 英数 ◎ ◎ ◎ ◎

福祉事インタフェース仕様書英数 ◎ ◎ ◎ ◎

事業者番号 英数 契約を締結した事業者番号 ◎ ◎ ◎ ◎

分場番号 英数 ２ 出張所の有無を識別する番号 △ △ △ △

報告年月日 数字 市町村に当該契約を報告した年月日 ◎ ◎ ◎ ◎

受給者証番号 英数 ◎ ◎ ◎ ◎

事業者記入欄番号 数字 ◎ ◎ ◎ ◎

記入欄番号予備区分 英数 △ △ △ △ ※３

法区分  請求区分 英数 支援費対象の法を識別する区分 ◎ ◎ ◎ ◎ ※４

サービス種類 英数 契約支給量を管理する単位 ◎ ◎ ◎ ◎ ※５

サービス区分１ 英数 契約支給量を管理する単位 ◎ ◎ ◎ ◎ ※５

サービス区分２ 英数 契約支給量を管理する単位 ◎ ◎ ◎ ◎ ※５

事業区分 英数 △ △ △ △ ※５

契約支給量 数字 契約時に決定した支給量 ○ ○ ※６

終了日までの既提供量 数字 △ ○ △ ○ ※６

契約開始年月日 数字 当該支給量で契約を開始する年月日 ◎ ◎ ◎ ◎

契約終了年月日 数字 当該支給量で契約を終了した年月日 △ ○ △ ○ ※７

汎用区分１ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分２ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分３ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分４ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分５ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲

受給者氏名カナ 英数 当該契約受給者氏名カナ ▲ ▲ ▲ ▲

利用者氏名カナ 英数 当該契約利用者氏名カナ ▲ ▲ ▲ ▲

エラーフラグ 英数 伝送でのエラーチェック結果 ※８

エラーコード 英数 伝送でのエラーチェック結果コード ※８

必須入力欄　◎：全パターン共通で必須、○：パターン毎に必須、△：必要な場合に設定

▲：標準システムではブランクでよい、取込先が必須としている場合には設定

6(3.2)

6(3.2)

１

１９

２０ ２

８

１７

１８

２２ ２

２１ ２

２８ ４

２６ ３０

２７ １

２５ ３０

２４ ２

２３ ２

４

１

６

１

１４

８

１０

８

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数

１

１

２

３

４

６

５

７

１４

１６

８

１５

１２

１３

９

１０

１１

２

備考

契
約
変
更

当該契約を記載した受給者証の
事業者記入欄番号

支援費を該当受給者に支給する
市町村の管理番号
（ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ１桁含む）
福祉事務所の場合は福祉事務所
番号

居宅受給者証に記載されている
受給者の管理番号

２

２

２

１

契約終了時に終了月中の終了日
までに既に提供した支給量

内容

新
規
契
約

契
約
終
了

作成

必須入力
(契約報告
区分別)

送付先（元）が福祉事務所の場合、
福祉事務所の種類を識別するため
のコード
複数福祉事務所が存在しない市町村の
場合はZEROを設定

サービスコードの事業区分
（使用するかしないかは各自治体の判断）
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※１． 全レコード”Ｓ００１”（支援費　障害福祉サービス・契約内容情報の意）固定

※２． ”１”：新規契約、”２”：契約変更（前回契約の終了）、”３”：契約変更（今回新規契約）、”４”：契約終了

※３． 当該契約を居宅受給者証に記載する際に、予備欄を使用した場合のみ”＊”を設定する。

※４． ”１”：身体障害者へのサービス提供、”２”：知的障害者へのサービス提供、

　　　　”３”：児童障害児へのサービス提供、”５”：精神障害者へのサービス提供

※５． 契約を行う単位をサービスコードで表す。

※６． 契約支給量は整数部３桁・小数部２桁

※７． 新規契約等で契約終了日を設定するケース有。詳しくは後述のデータ作成方法参照

※８． 受渡しを伝送で行ったときに、エラーチェック結果が設定される項目

（例） エラーフラグの内容は、”０”：正常、”１”：エラー

※伝送で処理する各第三者機関、市町村によってエラーコードは異なることを想定
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３　データ作成方法

（１）契約内容情報について

・ 契約内容情報は、基本的に「契約内容報告書」に記載されている内容を設定するものである。

・ 「契約内容報告書」は、次の項目で一意になると想定している。

① 契約の理由（新規契約、支給量変更 等）

② 法の区分　請求の区分

③ 事業者番号

④ 市町村コード

⑤ 受給者番号

⑥ インタフェース仕様書解説書（案）

⑦ 契約開始日

（２）作成タイミングについて

・ 事業者が受給者と契約を締結した直後、又は遅くともその契約に拘る請求の支給審査が行わ

れる月初までに、作成し提出する必要がある。

（３）設定パターンについて

・ 契約内容報告は、次のパターンがあり、特に支給量の変更を行う場合等においては、他事業者

の契約支給量及びその有効年月に留意する必要がある。（☆付パターンに注意）

① 新規契約

ア 同一のサービスで他事業者が契約していない場合においては、新規契約内容をそのま

ま設定すればよい。

＜データ設定例＞（対象受給者や契約支給量の単位は、全て同一として省略）

Ａ事業者が４月から支給量3０の契約を行った場合

１件

イ 同一のサービスで他事業者が契約（継続中）している場合においては、他事業者の契約

支給量を当該受給者の支給決定支給量から減算した値（これより後”契約支給量残”と呼

ぶ）を上回らない範囲での契約支給量を設定することとなる。

図に示すと

４月 ５月 ６月

決定支給量

Ａ事業者契約支給量

”契約支給量残”

＜データ設定例＞

Ｂ事業者が４月から支給量７０の契約を行った場合

１件

※　契約支給量は、契約支給量残を超えてはならない。

契約終了日

１（新規） A事業者 30 4月1日

契約報告区分 事業者 契約支給量 契約開始日

100 100 100

30 30 30

70 70 70

契約終了日

１（新規） Ｂ事業者 70 4月1日

契約報告区分 事業者 契約支給量 契約開始日
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☆ ウ 同一のサービスで他事業者が契約（当月終了）している場合においては、当月と翌月から

の支給量を分けて考える必要がある。

図に示すと

４月 ５月 ６月

決定支給量

Ａ事業者契約支給量

Ｂ事業者契約支給量

（５月２０日で終了） ”契約支給量残”

この状態でＢ事業者の代わりにＣ事業者が契約する場合、契約可能な支給量上限値は、

５月が２０、６月以降７０である。

上限一杯の契約をする場合、契約及び受給者証への記載は、５月２１日から契約支給量

７０で行われることが予想される。

しかし、Ｃ事業者の５月の請求を審査する場合、サービス提供量の上限チェックにおいて

契約支給量２０の値がないと審査不可能である。

したがって、契約内容情報としては、５月と６月以降の各々２件情報が必要になる。

ただし、６月以降も支給量２０とする場合は１件の情報でよい。

また、契約日が月の初日である場合も１件の情報でよい。

＜データ設定例＞（契約月当月と翌月で支給量が異なる場合）

１件

２件

※　新規で２件作成し、１件目は契約終了日の設定が必要。

② 契約変更

ア 変更分の契約日が月の初日である場合においては、前回契約分の終了情報と変更後の

情報を併せて２件設定すればよい。

＜データ設定例＞

Ａ事業者が４月から支給量５０の契約を６月１日から８０に変更する場合

１件

２件

※　１件目：前回契約分の終了情報、２件目：支給量変更後の情報

契約報告区分の値（コード）が１件目と２件目で異なることに注意。

☆ イ 変更分の契約日が月途中の場合においては、前回契約分の終了情報と契約月の月末迄

の支給量情報及び翌月からの支給量情報の３件の設定が必要となる。

＜データ設定例＞

Ａ事業者が４月から支給量５０の契約を６月２１日から８０に変更する場合

６月１日～２０日迄の既提供量が３０、６月２１日～月末までの予定量２５と仮定

100 100 100

5月31日

20 70

契約終了日

30 30 30

１（新規） Ｃ事業者 20 5月21日

契約報告区分 事業者 契約支給量 契約開始日

70 50

契約報告区分 事業者 契約支給量 契約開始日 契約終了日

１（新規） Ｃ事業者 70 6月1日

２（変更） Ａ事業者 設定不要 4月1日

３（変更） Ａ事業者 80 6月1日

既提供量

505月31日
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１件

２件

３件

※　請求の上限チェックは月単位で行う為、６月の提供量上限値は１件目の既提供量３０と

　　２件目の契約支給量２５を合わせた５５となる。

※　上記の例で契約支給量を２５に変更する場合（２件目と３件目の契約支給量が同値の場合）は２件の設定でよい。

１件

２件

③ 契約終了

終了させる契約情報を、１件設定すればよい。

＜データ設定例＞

Ａ事業者が４月から支給量５０の契約を６月２０日で終了する場合

６月１日～２０日迄の既提供量が３０と仮定

１件

（４）取消データについて

・ 契約内容情報の提出直後に訂正又は削除を行う場合においては、紙媒体又は口頭等によって対応する

こととする。

6月20日 30

契約報告区分 事業者 契約支給量 契約開始日 契約終了日 既提供量

6月30日

２（変更） Ａ事業者 設定不要

３（変更） Ａ事業者 25 6月21日

4月1日

３（変更） Ａ事業者 80 7月1日

契約報告区分 事業者 契約支給量 契約開始日

Ａ事業者 25 6月21日

設定不要 4月1日

6月20日 30４（終了） Ａ事業者 設定不要 4月1日

契約報告区分 事業者 契約終了日 既提供量

２（変更） Ａ事業者

３（変更）

契約支給量 契約開始日

契約終了日 既提供量

6月20日 30
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１　ファイル構成図

事業者請求情報・基本レコード

交換情報識別番号

レコード区分

入力識別番号

請求年月日

請求明細書

１枚の情報 利用者負担額合計

ｎ件 支援費請求額

（１請求明細書 積算根拠と理由

の明細行数）

事業者請求情報・明細レコード

交換情報識別番号

レコード区分

入力識別番号

請求年月日

サービス計

サービス調整額

サービス摘要

Ｎ件（請求明細書枚数）

上記の構成で１事業者あたりの１回の請求情報となる。

※居宅生活支援費の知的障害者地域生活援助共同生活援助と施設訓練等支援費について

月の途中に入退所が複数回あった場合は、事業者請求情報・基本レコードと請求明細レコードは

分けて作成する。

事業者請求情報・明細レコード

事業者請求情報・基本レコード

事業者請求情報・基本レコード

Ⅲ　事業者請求情報

事業者請求情報・基本レコード

事業者請求情報・明細レコード

事業者請求情報・明細レコード
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２　基本情報ファイルレイアウト

交換情報識別番号 英数 当情報の内容を識別するための番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※１

レコード区分 英数 基本と明細を識別するための番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※２

入力識別番号 英数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※３

請求年月日 数字 請求書を提出した年月日 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※４

請求年インタフェース仕様書解数字 請求書を提出した年月 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※４

法区分 英数 支援費対象の法を識別する区分 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※５

請求区分

サービス提供年月 数字 サービスを提供した年月 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

事業者番号 英数 サービスを提供した事業者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

分場番号 英数 ２ 出張所、分場を識別する番号 △ △ △ △

市町村コード 英数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

福祉事務所コード 英数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

受給者証番号 英数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

支給決定者氏名カナ 英数 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

支給決定児童氏名カナ 英数 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

入所日 数字 入所（居）した年月日 △ △ △ △ ※９

退所日 数字 退所（居）した年月日 △ △ △ △ ※９

ＦＩＬＬＥＲ － －

ＦＩＬＬＥＲ － －

ＦＩＬＬＥＲ － －

ＦＩＬＬＥＲ － －

本人分階層コード 英数 利用者本人の国基準・市基準の階層 △ △ △ △ △ △

所得区分コード 利用者本人の所得区分 △ △ △ △ △ △ △ △

数字 △ △ △ △ ※６

定率負担に対する月額負担上限額 △ △ △ △ △ △ △ △ ※１０

ＦＩＬＬＥＲ － －

ＦＩＬＬＥＲ － －

ＦＩＬＬＥＲ － －

本人分利用者負担額 数字 △ △ △ △ ※６

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

本人分摘要 英数 本人分摘要の記載事項 △ △ △ △ △ △ △ △ ※６

扶養義務者分階層コード 英数 扶養義務者の国基準・市基準の階層 △ △ △ △

ＦＩＬＬＥＲ － －

数字 △ △ △ △ ※６

ＦＩＬＬＥＲ － －

ＦＩＬＬＥＲ － －

必須入力
(明細書様式別)

介
護
給
付
費

訓
練
等
給
付
費

施
設
訓
練
等
支
援
費

－

４

２２
月額負担上限額

１４

１５

本人分利用者負担額基準単価

２０

１７

支給決定児童カナ氏名

１４

扶養義務者分利用者負担
額基準単価

２

３

７

３０

４

１

６

５ ６

１

１２

６

６

１０

８

９

２９

１０

１１

１３

１６

１８

２４

１９

２３

２１

本人分利用者負担額

支給決定時に決定された
扶養義務者分利用者負担基準単価

－

４０

８

－

－

４

６

－

－

－

２５ －

６
２６

２７

備考内容

居
宅
介
護

地
域
生
活
援
助

共
同
生
活
援
助

支援費を該当受給者に支給する市町村の
管理番号（ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ１桁含む）
福祉事務所の場合は福祉事務所番号

受給者証に記載されている受給者の管理番号

代理受領と償還払いの別、及び請求明細
書の様式を表す

支給決定時に決定された本人分利用
者負担基準単価

支給決定者カナ氏名

全
施
設
共
通

デ
イ
サ
ー

ビ
ス

短
期
入
所

４

送付先（元）が福祉事務所の場合、福祉
事務所の種類を識別するためのコード
複数福祉事務所が存在しない市町村の場
合はZEROを設定

１

８

８

３０

１ ４

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲ
ﾄ
数

必須入力
(請求明細書様式別)

３０

２８
－

－

６
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ＦＩＬＬＥＲ － －

ＦＩＬＬＥＲ － －

数字 △ △ △ △ ※６

ＦＩＬＬＥＲ － －

扶養義務者分摘要 英数 扶養義務者分摘要の記載事項 △ △ △ △ ※６

ＦＩＬＬＥＲ － －

支援費基準月額単価 数字 ○ ○

ＦＩＬＬＥＲ － －

支援費金額合計 数字 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

利用者負担額合計 数字 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支援費請求額 数字 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

FILLER

支払方法区分 英数 口座振替、納付書、不払いの区分を設定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入院日数（外泊日数） 数字 入院した日数（外泊した日数）

ＦＩＬＬＥＲ － －

特定入所者食費等給付費 数字 特定入所者食費等給付費を設定

ＦＩＬＬＥＲ

都道府県・市町村助成額

（独自の軽減制度）

汎用区分１ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分２ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分３ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分４ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分５ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

エラーフラグ 英数 伝送でのエラーチェック結果 ※７

エラーコード 英数 伝送でのエラーチェック結果コード ※７

明細件数 数字 明細情報の件数 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

必須入力欄　◎：全パターン共通で必須、○：パターン毎に必須、△：必要な場合に設定

▲：標準システムではブランクでよい、取込先が必須としている場合には設定

※１． 全レコード”Ｓ００２”（支援費/障害福祉サービス・事業者請求情報の意）固定
※２． ”１”：基本、”２”：明細　（基本情報では”１”固定）
※３． 次頁表を参照
※４． 請求年月日は、当情報を提出する年月日を設定（全レコード同値）
※５． ”１”：身体障害者へのサービス提供、”２”：知的障害者へのサービス提供、
　　　　”３”：児童障害児へのサービス提供、”５”：精神障害者へのサービス提供
※６．利用者負担額は、本人分・扶養者分が各々発生している場合は該当する項目群が必須 
 　　　 本人分が発生する場合、項番２２～２６まで必須（地域生活援助は除く）
 　　　 扶養者分が発生する場合、項番２９～３３まで必須 （地域生活援助は除く）

※７． 受渡しを伝送で行ったときに、エラーチェック結果が設定される項目

（例）エラーフラグの内容は、”０”：正常、”１”：エラー

※伝送を行う各第三者機関、市町村によってエラーコードは異なることを想定

※１２

必須入力
(明細書様式別)

介
護
給
付
費

訓
練
等
給
付
費

施
設
訓
練
等
支
援
費

扶養義務者分利用者負担額

支援費金額合計 －（利用者負担額合計
＋社会福祉法人等による軽減額） ＋ 明
細レコードの調整額の総計

１０

１０

本人分利用者実負担額 ＋扶養義務者分
利用者実負担額
利用者負担額 ＋ 社会福祉法人等による
軽減額

内容

１０ 明細レコードのサービス計の総計

支援費基準の月額単価

－

－

３２

３１

項番 項目名

４８ １

４４ ２

４５ ２

４７ ２

４６

５０ ５

４９ ４

４３

３８

３４

３７

３６

３９

４０

１０

２

４２

３５ ７

４０

４１ ２

１

備考

居
宅
介
護

デ
イ
サ
ー

ビ
ス

短
期
入
所

地
域
生
活
援
助

共
同
生
活
援
助

全
施
設
共
通

必須入力
(請求明細書様式別)

属性
ﾊﾞｲ
ﾄ
数

数字 １０
社会福祉法人等による軽減額

－

扶養義務者分利用者負担額３３

－

－

６

－

１０
定率負担に係る利用者負担額に対して、
都道府県や市町村が単独で助成（独自の
軽減）する場合に設定

社会福祉法人等による利用者負担の軽
減額

２

○

○

△ △ △数字

※８

※１１○ ○ ○ ○ ○

△
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※８． 入院日、退院日を含まない日数を設定。

　　　　（月に複数回入退院があった場合でも、まとめて設定する。）

（例） ４泊５日の場合は、”３”を設定

　　　　また、入所施設の入所者が外泊した場合にも、併用して外泊日数を設定。

※９． 入所日、退所日は請求を行うサービス提供年月時に入所した場合や退所した場合のみ設定する。

         （サービス提供年月の月と、入退所日の月は同一となる）

※１０．個別減免、または境界層対象者に対する定率負担の軽減措置を実施している場合は、

　　　　定率負担に対する月額負担上限額の代わりに減免後の利用者負担月額上限額を設定する。

※１１．社会福祉法人等による利用者負担軽減措置を実施した事業所が、利用者負担額の軽減措置を

　　　　講じた際には、実際に軽減した額を記載する。

※１２．定率負担に係る利用者負担額を、都道府県・市町村の単独事業として助成（軽減）する場合にのみ

　　　　１０/１００の利用者負担額の内数として助成額を設定する。  

　 例） 金額合計（=当月費用の額合計）が１０,０００円

社会福祉法人等による軽減額はなし

市町村単独事業として、サービスにかかる費用の７％を助成

各項目に設定する値は以下の通りとする。

・ 利用者負担額：１，０００円を設定（=金額合計の１０/１００の値を設定）

→都道府県・市町村助成額は介護給付費等ではないため、介護給付費等の請求額と分ける必要

　 がある。そのため、利用者負担額には都道府県・市町村助成後の利用者負担額（=３００円）は

　 設定しない。

・ 社会福祉法人等による軽減額：０円を設定

・ 利用者負担額合計：１，０００円を設定（=利用者負担額＋社会福祉法人等による軽減額）

・ 請求額：９，０００円を設定（=額合計から利用者負担額合計を差し引いた値を設定）

→介護給付費等の報酬算定方法に変更はない。

・ 都道府県・市町村助成額：７００円を設定（=利用者負担額における単独助成額（内数として設定））

居宅生活支援費明細書（短期入所）（様式２５）

居宅生活支援費サービス提供証明書（デイサービス）

居宅生活支援費サービス提供証明書（短期入所）

※ 注１）事業者請求基本情報に償還払いが含まれるわけではない

居宅生活支援費サービス提供証明書（居宅介護）
介護給付費サービス提供証明書

請　　求　　様　　式 入力識別番号

そ
の
他
第３者機関及び市町村で自由に設定して使用する識別番号

代
理
受
領

償
還
払
い

居宅生活支援費明細書（居宅介護）（様式２３）
介護給付費明細書（様式第２）

居宅生活支援費明細書（デイサービス）（様式２４）

施設訓練等支援費明細書（全施設共通）（様式２７）
施設訓練等支援費・特定入所者食費等給付費明細書（様式第６）

”９９９９”

”１００５”

”２００１”

”２００２”

”２００３”

”９００１”

～

”１００４”

”２００４”

”１００１”

居宅生活支援費サービス提供証明書（知的障害者地域生活援助）
訓練等給付費サービス提供証明書

居宅生活支援費明細書（知的障害者地域生活援助）（様式２６）
訓練等給付費明細書（様式第３）

”１００２”

”１００３”
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３　明細情報ファイルレイアウト（１基本情報につき複数ファイルレイアウト）

交換情報識別番号 英数 当情報の内容を識別するための番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※１

レコード区分 英数 基本と明細を識別するための番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※２

入力識別番号 英数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※３

請求年月日 数字 請求書を提出した年月日 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

請求年インタフェース仕様書数字 請求書を提出した年月 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

法区分 英数 支援費対象の法を識別する区分 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※４

請求区分

サービス提供年月 数字 サービスを提供した年月 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

事業者番号 英数 サービスを提供した事業者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

分場番号 英数 ２ 出張所、分場を識別する番号 △ △ △ △

市町村コード 英数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

福祉事務所コード 英数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

受給者証番号 英数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

サービスコード 英数 サービスの最小単位を表すコード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ※６

事業区分 英数 △ △ △ △ △ △ △ △

サービス単価 当該サービスの単価 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
サービス単位 当該サービスの単位

明細書に記載される算定単位額

サービス数量 数字 当該サービスの提供量 △ △ △ △ △ △ △ △ ※５

サービス数量単位 英数 当該サービスの単位をコードで記載 △ △ △ △ △ △ △ △

サービス計 数字 サービス単価 × サービス数量 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

サービス調整額 △ △ △ △ △ △ △ △

サービス摘要 英数 サービス毎の摘要があれば記載 △ △ △ △ △ △ △ △

汎用区分１ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分２ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分３ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分４ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

汎用区分５ 英数 第三者機関で自由に使用できる汎用区分▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

必須入力欄　◎：全パターン共通で必須、○：パターン毎に必須、△：必要な場合に設定

２５ ２

２３ ２

２４ ２

２

２１ ２

２２

２０ ４０

１０

１３ ６

１４

１６

１

Ｓ付
数字

６

備考内容

居
宅
介
護

地
域
生
活
援
助

共
同
生
活
援
助

デ
イ
サ
ー

ビ
ス

短
期
入
所

必須入力
(請求明細書様式別)

全
施
設
共
通

１

４

１

８

６

４

６

２

５

項番

３

４

項目名 属性

１

ﾊﾞｲﾄ数

援護実施者の基準単価単位と当該事業
者の単価単位に相違があった場合、その
差額を１サービス単位に記載

１７

１５

１８

２

１０

１９ ８
Ｓ付
数字

6（3.2）

９

７ ６

８ １４

１２

１０ ６

サービス単位 × サービス数量

受給者証に記載されている
受給者の管理番号

支援費を該当受給者に支給する
市町村の管理番号
（ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ１桁含む）
福祉事務所の場合は福祉事務所番号

送付先（元）が福祉事務所の場合、
福祉事務所の種類を識別するため
のコード
複数福祉事務所が存在しない市町村の
場合はZEROを設定

サービスコードの事業区分
（使用するかしないかは各自治体の判断）

１１ １

代理受領と償還払いの別、
及び請求明細書の様式を表す

必須入力
(明細書様式別)

介
護
給
付
費

訓
練
等
給
付
費

施
設
訓
練
等
支
援
費
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※１． 全レコード”Ｓ００２”（事業者請求情報の意）固定

※２． ”１”：基本、”２”：明細　（明細情報では”２”固定）

※３． 事業者請求基本情報の入力識別番号を参照

※４． 事業者請求基本情報の法区分請求区分を参照

※５． ”居宅支援に通常要する費用の額計算欄”の数量については、提供回数を記載するため、

サービスの提供回数又は提供日数を設定。（整数値のみ）

（サービスコードにて、デイサ―ビスや短期入所の算定単位を識別可能としている）

※６． 施設の場合の支援費本体の請求時に関して、入院があるケースの場合のみ厚労省が示した

算定の方式で計算し、支援費本体のサービスコードでまとめて１レコードで編集し、設定する。
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４　データ作成方法

（１）事業者請求情報について

・ 事業者請求情報は、各サービス毎の請求明細書（様式２３～２７）（様式２、３、６）の内容を設定するもの

・ 各サービス毎の請求明細書は、次の項目で一意になると想定している。

① 法の区分 請求の区分

② 請求書の様式

③ 請求年月日

④ 事業者番号

⑤ サービス提供年月

⑥ インタフェース仕様書解説書（案）

⑦ 受給者番号

（２）作成タイミングについて

・ 請求書の提出期限にならい、サービス提供月の翌月１０日までに提出することとする。

（３）設定内容について

・ 基本的には、請求書及び請求明細書に記載されている項目を、それぞれ該当する情報の項目に

設定すればよい。

・ 請求書の情報は紙で管理するものとし、当情報に設定する必要はないと考える。

例外的に、請求書と請求明細書の情報を結びつけるために請求書に記載される”請求年月日”

”請求年月”・”法区分請求区分”は、事業者請求基本情報に設定することとする。

・ 月の途中に入退所が複数回あった場合、事業者請求情報・基本レコードを分けて作成するため、

それぞれに入退日、退所日を設定することとする。

・ 入所者が病院または診療所への入院した場合、入院の初日及び最終日に関しては満額請求

することが可能であるが、それ以外は８０％の額を請求する必要がある。

そのため、基本情報ファイルレイアウト入院日数には入院の初日及び最終日を除いた入院日数を

設定することとする。

（月の途中に入退院が複数回あった場合は、合算した入院日数を設定すること。）

・ 入所施設の入所者が外泊した場合、入院と同様に支援費基準の８０％の額を請求する必要がある。

そのため、入所施設の入所者の外泊日数は、入院日数と同じ項目を用いて管理することとする。

（入院日数と外泊日数が両方ある場合は、合算した日数を設定すること。）

・ ファイルレイアウトの空き項目（＝ＦＩＬＬＥＲ）は、今後必要な管理項目が生じた場合に使用する。

（４）取消データについて

・ 請求情報の提出直後に訂正又は削除を行う場合においては、紙媒体又は口頭等によって対応

することとする。
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